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成
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一
年
三
月
三
十
一
日

二
一

12
平
成
19年
度
山
梨
県
商
工
業
振
興
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
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外

第
二
十
二
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平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

二
二



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
二
号
　
　
平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

二
三

13
平
成
19年
度
山
梨
県
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
二
号
　
　
平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

二
四

14
平
成
19年
度
山
梨
県
流
域
下
水
道
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
二
号
　
　
平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

二
五



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
二
号
　
　
平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

二
六

15
平
成
19年
度
山
梨
県
公
債
管
理
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
二
号
　
　
平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

二
七

16
監
査
委
員
の
意
見

平
成
20年

9月
18日

山
梨
県
知
事
　
横
　
内
　
正
　
明
　
殿

山
梨
県
監
査
委
員
　
横
　
　
森
　
　
良
　
　
照

山
梨
県
監
査
委
員
　
中
　
　
込
　
　
孝
　
　
元

山
梨
県
監
査
委
員
　
清
　
　
水
　
　
武
　
　
則

山
梨
県
監
査
委
員
　
棚
　
　
本
　
　
邦
　
　
由

平
成
19年

度
山
梨
県
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
審
査
意
見
に
つ
い
て

地
方
自
治
法
第
233条

第
2項
の
規
定
に
基
づ
き
審
査
に
付
さ
れ
た
平
成
19年

度
山
梨
県
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
に
つ
い
て
審
査
し
た
結
果
、
次
の
と
お
り
意
見
書
を
提
出
し
ま
す
。

平
成
19年

度
歳
入
歳
出
決
算
審
査
意
見
書

第
1
審
　
査
　
の
　
対
　
象

平
成
19年

度
　
　
山
　
梨
　
県
　
一
　
般
　
会
　
計

平
成
19年

度
山
梨
県
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計

平
成
19年

度
山
梨
県
教
育
奨
励
資
金
特
別
会
計

平
成
19年

度
山
梨
県
災
害
救
助
基
金
特
別
会
計

平
成
19年

度
山
梨
県
母
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

平
成
19年

度
山
梨
県
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計

平
成
19年

度
山
梨
県
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
二
号
　
　
平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

二
八

平
成
19年

度
山
梨
県
市
町
村
振
興
資
金
特
別
会
計

平
成
19年

度
山
梨
県
県
税
証
紙
特
別
会
計

平
成
19年

度
山
梨
県
集
中
管
理
特
別
会
計

平
成
19年

度
山
梨
県
商
工
業
振
興
資
金
特
別
会
計

平
成
19年

度
山
梨
県
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計

平
成
19年

度
山
梨
県
流
域
下
水
道
事
業
特
別
会
計

平
成
19年

度
山
梨
県
公
債
管
理
特
別
会
計

第
2
審
　
査
　
の
　
手
　
続

審
査
に
当
た
っ
て
は
、

1
決
算
の
計
数
は
、
関
係
諸
帳
票
及
び
証
拠
書
類
等
と
符
合
し
正
確
で
あ
る
か

2
予
算
の
執
行
は
、
議
決
の
趣
旨
に
沿
っ
て
適
正
か
つ
効
果
的
に
行
わ
れ
て
い
る
か

3
財
務
に
関
す
る
事
務
は
、
財
務
規
則
及
び
関
係
法
令
等
に
適
合
し
て
公
正
に
処
理
さ
れ
て
い
る
か

4
財
産
の
取
得
、
管
理
及
び
処
分
は
、
適
正
に
処
理
さ
れ
て
い
る
か

な
ど
の
諸
点
に
主
眼
を
お
き
、
決
算
報
告
書
、
諸
帳
票
及
び
証
拠
書
類
等
を
精
査
照
合
す
る
と
と
も
に
、
関
係
職
員
か
ら
概
況
を
聴
取
し
、
併
せ
て
定
例
監
査
及
び
例
月
現
金
出
納
検
査
の
結
果
を
踏

ま
え
決
算
審
査
を
行
っ
た
。

第
3
審
査
の
結
果
及
び
意
見

一
般
会
計
及
び
各
特
別
会
計
の
決
算
は
、
関
係
諸
帳
票
、
証
拠
書
類
及
び
指
定
金
融
機
関
等
の
残
高
証
明
書
の
計
数
と
合
致
し
て
お
り
、
ま
た
、
予
算
の
執
行
、
財
務
に
関
す
る
事
務
及
び
財
産
の
管

理
は
、
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
次
の
よ
う
な
留
意
又
は
改
善
す
べ
き
事
項
が
見
受
け
ら
れ
る
の
で
、
適
切
に
処
理
さ
れ
る
よ
う
要
望
す
る
。

1
一
般
会
計
に
つ
い
て

（
1）
歳
　
入

①
　
歳
入
決
算
額
は
、
4,414億

1,899万
5,487円

で
、
前
年
度
に
比
較
す
る
と
59億

4,327万
840円

（
1.3％

）
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

歳
入
状
況
を
自
主
財
源
と
依
存
財
源
で
み
る
と
、
歳
入
総
額
に
占
め
る
割
合
は
、
自
主
財
源
が
43.4％

、
依
存
財
源
が
56.6％

と
な
っ
て
お
り
、
自
主
財
源
の
割
合
は
、
前
年
度
に
比
較
し
て
5.4

ポ
イ
ン
ト
増
加
し
て
い
る
。

こ
れ
は
、
歳
入
総
額
が
59億

円
余
り
減
少
す
る
中
で
、
自
主
財
源
は
、
213億

5,511万
1,436円

（
12.6％

）
増
加
し
た
の
に
対
し
、
依
存
財
源
は
、
272億

9,838万
2,276円

（
9.8％

）
減
少
し

た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

税
源
移
譲
に
伴
う
個
人
県
民
税
の
増
や
法
人
事
業
税
の
増
な
ど
に
よ
り
、
平
成
19年

度
の
県
税
収
入
は
増
加
し
た
も
の
の
、
我
が
国
経
済
の
動
向
は
、
ア
メ
リ
カ
経
済
の
低
迷
や
原
油
価
格
上
昇

の
影
響
な
ど
に
よ
り
昨
年
末
頃
か
ら
減
速
を
始
め
、
先
行
き
に
つ
い
て
も
、
当
面
、
弱
い
動
き
が
続
く
と
見
ら
れ
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
か
ら
、
本
県
経
済
の
動
向
に
つ
い
て
も
、
厳
し
い
状
況
に
あ
る
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。

今
後
、
県
の
財
政
基
盤
の
安
定
を
図
る
た
め
に
は
、
県
内
経
済
の
活
性
化
を
積
極
的
に
進
め
る
と
と
も
に
、
県
税
を
は
じ
め
と
し
た
自
主
財
源
の
充
実
、
確
保
に
努
力
す
る
必
要
が
あ
る
。



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
二
号
　
　
平
成
二
十
一
年
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三
十
一
日

二
九

同
時
に
、
地
方
税
財
源
の
充
実
と
地
方
交
付
税
の
財
源
保
障
・
財
源
調
整
両
機
能
が
強
化
さ
れ
る
よ
う
引
き
続
き
国
に
要
望
す
る
こ
と
を
望
む
も
の
で
あ
る
。

②
県
債
は
、
前
年
度
に
比
較
し
て
131億

8,560万
円
（
16.8％

）
減
少
し
た
も
の
の
、
県
債
発
行
額
が
県
債
償
還
額
を
上
回
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
残
高
は
8,774億

199万
3,230円

と
年
々
累
増
し
て

い
る
。

県
債
残
高
の
増
加
は
、
後
年
度
の
大
き
な
財
政
負
担
と
な
り
、
財
政
の
硬
直
化
を
招
く
要
因
と
も
な
る
こ
と
か
ら
、
県
債
等
残
高
削
減
計
画
の
着
実
な
推
進
を
図
ら
れ
た
い
。

③
　
不
納
欠
損
額
は
、
4億
3,958万

6,762円
で
、
前
年
度
に
比
較
す
る
と
、
1,303万

2,061円
（
3.1％

）
増
加
し
て
い
る
。

不
納
欠
損
処
分
に
当
た
っ
て
は
、
債
権
管
理
の
効
率
性
や
決
算
に
お
け
る
債
権
の
適
正
な
表
示
を
行
う
意
味
か
ら
、
常
に
実
態
の
把
握
に
努
め
、
時
効
期
限
が
到
来
し
た
債
権
な
ど
に
つ
い
て
速

や
か
に
不
納
欠
損
処
分
の
手
続
き
を
行
う
な
ど
、
適
切
に
対
応
さ
れ
る
こ
と
を
望
む
も
の
で
あ
る
。

④
　
収
入
未
済
額
は
、
49億

7,258万
6,785円

で
前
年
度
に
比
較
す
る
と
1億
7,531万

5,089円
（
3.7％

）
増
加
し
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、
県
税
の
収
入
未
済
額
は
、
41億

6,437万
1,201円

で
あ
り
、
そ
の
主
な
も
の
は
個
人
県
民
税
19億

8,940万
8,589円

、
自
動
車
税
9億
4,868万

1,329円
及
び
不
動
産
取
得
税
6億

4,312万
747円

で
あ
る
。

県
税
以
外
の
収
入
未
済
額
の
主
な
も
の
は
、
県
営
住
宅
使
用
料
3億
9,658万

4,198円
、
県
税
の
加
算
金
等
3,721万

9,830円
及
び
児
童
福
祉
費
負
担
金
3,314万

647円
で
あ
る
。

収
入
未
済
額
は
、
49億

円
余
と
引
き
続
き
多
額
で
あ
る
。
債
権
の
回
収
は
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
財
源
確
保
と
公
平
負
担
の
観
点
か
ら
重
要
な
課
題
で
あ
り
、
今
後
と
も
滞
納
の
実
態
把
握

に
努
め
る
と
と
も
に
、
督
促
、
滞
納
処
分
等
法
令
に
基
づ
く
厳
正
な
債
権
管
理
の
執
行
や
、
催
告
・
収
納
事
務
へ
の
民
間
ノ
ウ
ハ
ウ
の
活
用
な
ど
、
収
入
未
済
額
の
解
消
と
新
規
発
生
の
防
止
に
努

力
さ
れ
た
い
。

（
2）
歳
　
出

①
　
歳
出
決
算
額
は
、
4,354億

8,125万
4,575円

で
、
前
年
度
に
比
較
す
る
と
25億

7,255万
3,144円

（
0.6％

）
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

性
質
別
決
算
状
況
を
み
る
と
、
行
政
経
費
は
2,259億

3,373万
9,142円

で
、
前
年
度
に
比
較
し
て
38億

8,531万
2,171円

（
1.7％

）
増
加
し
、
構
成
比
も
51.9％

と
前
年
度
よ
り
1.2ポ

イ
ン
ト
増

加
し
て
い
る
。

投
資
的
経
費
は
1,074億

3,594万
8,686円

で
、
前
年
度
に
比
較
し
て
66億

9,741万
5,071円

（
5.9％

）
減
少
し
、
構
成
比
も
24.7％

と
前
年
度
よ
り
1.4ポ

イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。

公
債
費
（
公
債
費
か
ら
公
債
費
に
か
か
る
物
件
費
を
除
い
た
額
）
は
712億

7,474万
9,450円

で
、
前
年
度
に
比
較
し
て
64億

3,137万
1,933円

（
8.3％

）
減
少
し
、
構
成
比
も
16.4％

と
前
年
度

よ
り
1.3ポ

イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。

こ
れ
は
、
前
年
度
の
公
債
費
に
含
ま
れ
て
い
た
借
換
債
（
62億

5,000万
円
）
が
、
平
成
19年

度
か
ら
公
債
管
理
特
別
会
計
に
お
い
て
計
上
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

②
一
般
会
計
の
実
質
単
年
度
収
支
額
は
、
平
成
14年

度
以
来
5年
ぶ
り
の
赤
字
と
な
り
、
そ
の
額
は
、
22億

9,947万
8,429円

と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
は
国
民
健
康
保
険
財
政
調
整
交
付
金
の
過
大
交

付
に
係
る
国
庫
返
還
金
と
し
て
市
町
村
へ
貸
し
付
け
る
原
資
を
国
民
健
康
保
険
広
域
化
等
支
援
基
金
に
積
み
立
て
る
た
め
、
財
政
調
整
基
金
を
取
り
崩
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

③
翌
年
度
繰
越
額
は
、
110事

業
、
285億

4,067万
819円

で
、
前
年
度
に
比
較
し
て
事
業
数
で
は
14事

業
増
加
し
た
も
の
の
、
金
額
で
は
25億

7,025万
1,419円

（
8.3％

）
減
少
し
て
い
る
。
内
訳

は
、
継
続
費
逓
次
繰
越
1事
業
、
1億
434万

1,188円
、
繰
越
明
許
費
72事

業
、
241億

7,002万
7,780円

、
事
故
繰
越
し
37事

業
、
42億

6,630万
1,851円

で
あ
る
。

④
不
用
額
は
121億

4,057万
3,844円

で
、
前
年
度
に
比
較
し
て
2億
6,114万

9,736円
（
2.1％

）
減
少
し
て
い
る
。

⑤
今
後
、
歳
出
面
で
は
、
介
護
保
険
事
業
費
や
老
人
医
療
費
、
退
職
手
当
等
の
義
務
的
経
費
の
増
加
、
土
地
開
発
公
社
な
ど
県
出
資
団
体
の
う
ち
実
質
的
な
債
務
超
過
に
あ
る
団
体
に
対
す
る
債
務

解
消
の
た
め
の
負
担
が
見
込
ま
れ
る
な
ど
、
厳
し
い
財
政
状
況
に
な
る
も
の
と
予
想
さ
れ
る
。

今
後
と
も
、「
行
政
改
革
大
綱
」
に
よ
る
改
革
と
「
チ
ャ
レ
ン
ジ
山
梨
行
動
計
画
」
の
着
実
な
推
進
に
よ
り
、
県
内
産
業
経
済
の
活
性
化
を
図
り
、
財
政
基
盤
の
強
化
に
努
め
る
と
と
も
に
、
施

策
の
緊
急
性
等
優
先
度
を
十
分
吟
味
し
、
限
ら
れ
た
財
源
の
重
点
的
か
つ
有
効
な
配
分
と
よ
り
効
率
的
な
執
行
に
努
め
ら
れ
た
い
。

2
特
別
会
計
に
つ
い
て

各
会
計
ご
と
の
収
入
未
済
額
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
そ
の
総
額
は
62億

6,764万
1,132円

で
、
前
年
度
に
比
較
し
て
2.9％

増
加
し
て
い
る
。
こ
の
主
な
原
因
は
、
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
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山
梨
県
告
示
第
百
十
六
号

平
成
二
十
年
十
二
月
定
例
県
議
会
に
お
い
て
議
決
さ
れ
た
平
成
十
九
年
度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
の

決
算
及
び
当
該
決
算
に
係
る
監
査
委
員
の
意
見
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

山
梨
県
知
事

横
　
　
内
　
　
正
　
　
明

会
計
に
お
い
て
1億
6,347万

4,164円
収
入
未
済
額
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

収
入
未
済
額
の
主
な
も
の
は
、
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計
に
係
る
平
成
13年

に
破
綻
し
た
「
味
の
ふ
る
さ
と
協
業
組
合
」
の
55億

2,993万
6,000円

で
あ
る
。

今
後
も
、
債
権
回
収
の
う
え
か
ら
適
切
な
債
権
管
理
を
行
い
、
一
層
収
納
促
進
に
努
め
る
と
と
も
に
、
長
期
の
収
入
未
済
金
に
つ
い
て
は
、
実
態
に
即
し
、
適
切
に
処
理
さ
れ
る
こ
と
を
望
む
も
の

で
あ
る
。

恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計

3,121万
9,555円

教
育
奨
励
資
金
特
別
会
計

1,412万
4,900円

母
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

１
億
2,763万

8,876円
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計

59億
6,079万

1,682円
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計

１
億
3,231万

6,119円
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計

155万
円

3
財
産
に
つ
い
て

①
　
公
共
事
業
等
に
伴
う
取
得
用
地
の
う
ち
未
登
記
の
も
の
は
、
当
年
度
取
得
分
580筆

余
を
含
め
、
平
成
19年

度
末
累
計
で
4,100筆

を
超
え
て
い
る
。

県
有
財
産
の
適
正
管
理
の
観
点
か
ら
、
未
登
記
の
解
消
に
向
け
、
な
お
一
層
努
力
さ
れ
た
い
。

②
土
地
や
建
物
の
面
積
に
つ
い
て
、
決
算
報
告
書
の
平
成
19年

度
中
増
減
高
の
中
に
、
公
有
財
産
台
帳
へ
の
登
録
漏
れ
や
誤
り
訂
正
に
伴
う
も
の
が
い
く
つ
か
含
ま
れ
て
い
た
。
今
後
、
適
切
な
財

産
の
管
理
に
努
め
ら
れ
た
い
。

１
　
決
算
の
認
定
に
係
る
議
会
の
議
決
　
認
定

２
　
山
梨
県
営
電
気
事
業


